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２ 報告の概要 

（１）水生生物保全に係る水質目標の考え方 

① 生活環境項目としての水生生物保全 

 水生生物の保全に係る行政上の目標については、環境基本法上の環境基準のいわゆる

生活環境項目として位置づける方向で、その対応を早急に検討することが妥当であり、

水質目標はこのような視点から検討することが適当である。 

 

② 保全対象生物 

 水生生物の中には人にとって有害な生物等もあり、全ての水生生物について保全対象

とすべきか否かについては議論があると思われるが、他方、少なくとも、食用に供する

魚、捕って利益を生む魚のような人にとって有用な動植物については、その生育環境も

含め、保全を図ることの必要性について議論の余地はない。 

 したがって、環境基本法の「生活環境」という概念の中心にある、食用に供する魚、

捕って利益を生む魚のような人にとって有用な動植物及びその餌生物並びにそれらの

生育環境の保全という観点から、その対応を早急に検討することが妥当であると考えら

れる。 

 なお、水生生物の保全に係る水質目標は、個体差は考慮せず、集団としての水生生物

種に対する影響について検討することが適切である。 

 

③ 対象物質 

 従来から生活環境項目となっている有機汚濁物質と異なり、化学物質は、その数や環

境への排出の形態、環境中の挙動、影響に至るメカニズム、発現する影響の内容が物質

ごとに大きく異なるため、物質ごとに目標値を検討することが妥当と考えられる。 

 また、目標値を優先的に検討すべき物質としては、人に対するよりもより低レベルで

水生生物に影響するおそれがある化学物質であって、かつ、環境中で一定程度の濃度で

存在する可能性のあるものとする。 

 

④ 利水目的に応じた目標の検討 

 このような水生生物の保全に係る水質目標については、その性格上、主に漁獲される

魚介類の種類等に応じて水域を区分し、その目標値を水域区分ごとに検討することが妥

当である。 

 

（２）水生生物の保全に係る水質目標値の導出 

① 対象生物と利水目的による水域区分 

 水質目標の対象とする主要魚介類とその餌生物の存在しうる場（水生生物の生息域）

を大きく分けると、まず淡水域と海域がある。淡水域については水温や河川の構造によ
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り、冷水性で川底が礫（れき）である水域を主な生息場としているイワナなどの魚類が

生息するイワナ・サケマス域と、水温に対しては比較的鈍感で川底が泥や砂である水域

を主な生息場とするコイやフナなどの魚類が生息するコイ・フナ域に区別される。他方、

海域では生息域によるグルーピングは困難であることから、海域は全て一律の生息域と

する。 

 水質目標は、これらの３区分各々について設定することとし、さらに、魚介類の繁殖

や幼稚仔の生育の場は、通常の成体と比べて、いずれの化学物質に対しても感受性の高

い時期に利用すると考えられることから、特に水質を保全する必要がある場合には、当

該水域を指定し、より小さい水質目標値を適用することができることとすることが適当

である。 

 以上を整理すると水域の区分は表１のとおりとなる。 

 

表１ 各水域区分と概要 

 区 分 概   要 
淡水域 Ａ イワナ・サケマス域 

 Ｂ コイ・フナ域 
 Ｓ－１ イワナ・サケマス域でこれに該当する水生生物の繁殖又は

幼稚仔の生育の場として特に保全が必要な水域 
 Ｓ－２ コイ・フナ域でこれに該当する水生生物の繁殖又は幼稚仔

の生育の場として特に保全が必要な水域 
海域 一般海域 水生生物及びその餌生物の生息域 

 Ｓ 海域で水生生物の繁殖又は幼稚仔の生育の場として特に
保全が必要な水域 

 

 

② 水質目標値導出の手順 

・主要魚介類（対象とする主要魚介類にとって重要な餌生物を含む。）のいくつかの

成長段階に関する毒性データに基づいて、毒性値やエンドポイントの信頼性、生物

種間の感受性の相違等を考慮し、水質目標導出手順により得られた値を採用する。 

・信頼できる範囲内で最も低濃度で影響が発現する種に着目して検討する。 

・原則として慢性影響の観点から検討する。ただし、産卵場（繁殖場）、幼稚仔の生

育場等への影響については、忌避等も考慮する。 

 

 水質目標値の導出に当たっては、水域区分ごとに、主要魚介類及び餌生物それぞれに

ついて水質目標値を導出し、小さい値を当該水域の水質目標値とすることとした。 

 

③水質目標値を検討した物質 

 平成１２年１２月にまとめられた中間報告においては、下記に該当する物質として、
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優先的に検討すべき物質（８１物質）を取りまとめている。 

・ 水生生物への有害性が考えられる物質 

①法令等による規制等が行われている物質 

②有害である可能性が考えられる物質（専門家による知見等により判断） 

   かつ 

・ 水生生物が継続して暴露する可能性の高い物質 

③製造、生産、使用、輸入量の多い物質 

④水環境中において検出されている物質 

 

 今般の検討においては、８１物質の中から、①環境中濃度が既存文献の急性毒性値を

上回っている物質、②生態リスク初期評価で詳細な評価を行う候補とされた物質を中心

に、２６物質を選定し、水質目標値の導出可能性についての検討を行った。これらのう

ち９物質について、既存の知見で各区分ごとの目標値の導出が可能であった。 

 表２に、水質目標値の導出が可能であった９物質に係る水質目標値等を示す。なお、

目標値は有効数字一桁で整理している。 



 4 

 

表２ 水質目標値 

 
 Cas 物質名 水域 区分 目標値案 

（μg/L） 

Ａ：イワナ・サケマス域 1,000

Ｂ：コイ・フナ域 1,000

Ｓ-１：イワナ・サケマス域 1,000
淡水域 

Ｓ-２：コイ・フナ域 1,000

一般海域 300

1 50-00-0 ホルムアルデヒド 

海域 
Ｓ：繁殖・幼稚仔の生育の場等特に保全が必要な水域 30

Ａ：イワナ・サケマス域 20

Ｂ：コイ・フナ域 20

Ｓ-１：イワナ・サケマス域 20
淡水域 

Ｓ-２：コイ・フナ域 20

一般海域 -

2 62-53-3 アニリン 

海域 
Ｓ：繁殖・幼稚仔の生育の場等特に保全が必要な水域 -

Ａ：イワナ・サケマス域 700

Ｂ：コイ・フナ域 3,000

Ｓ-１：イワナ・サケマス域 6
淡水域 

Ｓ-２：コイ・フナ域 3,000

一般海域 800

3 67-66-3 クロロホルム 

海域 

Ｓ：繁殖・幼稚仔の生育の場等特に保全が必要な水域 800

Ａ：イワナ・サケマス域 20

Ｂ：コイ・フナ域 300

Ｓ-１：イワナ・サケマス域 20
淡水域 

Ｓ-２：コイ・フナ域 300

一般海域 40

4 91-20-3 ナフタレン 

海域 
Ｓ：繁殖・幼稚仔の生育の場等特に保全が必要な水域 40

Ａ：イワナ・サケマス域 50

Ｂ：コイ・フナ域 80

Ｓ-１：イワナ・サケマス域 10
淡水域 

Ｓ-２：コイ・フナ域 10

一般海域 2,000

5 108-95-2 フェノール 

海域 
Ｓ：繁殖・幼稚仔の生育の場等特に保全が必要な水域 200
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 表２ 水質目標値（続き） 

Ａ：イワナ・サケマス域 0.007

Ｂ：コイ・フナ域 0.001

Ｓ-１：イワナ・サケマス域 0.003
淡水域 

Ｓ-２：コイ・フナ域 0.001

一般海域 0.004

6 115-29-7 エンドスルファン 

海域 
Ｓ：繁殖・幼稚仔の生育の場等特に保全が必要な水域 0.004

Ａ：イワナ・サケマス域 30

Ｂ：コイ・フナ域 800

Ｓ-１：イワナ・サケマス域 3
淡水域 

Ｓ-２：コイ・フナ域 20

一般海域 -

7 120-83-2 
2,4-ジクロ
ロフェノー
ル 

海域 
Ｓ：繁殖・幼稚仔の生育の場等特に保全が必要な水域 -

Ａ：イワナ・サケマス域 0.1

Ｂ：コイ・フナ域 0.2

Ｓ-１：イワナ・サケマス域 0.03
淡水域 

Ｓ-２：コイ・フナ域 0.2

一般海域 10

8 7440-43-9 
カドミウム 
注 

海域 
Ｓ：繁殖・幼稚仔の生育の場等特に保全が必要な水域 7

Ａ：イワナ・サケマス域 30

Ｂ：コイ・フナ域 30

Ｓ-１：イワナ・サケマス域 30
淡水域 

Ｓ-２：コイ・フナ域 30

一般海域 7

9 7440-66-6 亜鉛 

海域 
Ｓ：繁殖・幼稚仔の生育の場等特に保全が必要な水域 7

注：カドミウムについて導出した目標値は、現行の公定測定法の検出下限を下回ってい

ることから、まずは測定法の検討が必要となる。 

 

（３）今後の課題 

① 水質目標値の導出にあたっての課題 

 水生生物の保全に係る水質目標値を導出するためには、信頼できる毒性試験データが

不可欠である。しかし、比較的多くのデータが報告されている化学物質であっても、既

存の文献から、全ての類型の主要魚介類について信頼できるデータを得ることができな

い場合もあることから、下記の今後の課題がある。 

 ・類型ごとの主要魚介類を用いた毒性試験の実施 

 ・本検討の対象生物以外の生物を用いた毒性試験結果の活用 
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② 水質目標値の環境基準への適用にあたっての課題 

 現在得られている水生生物等に与える影響等に関する知見、公共用水域等における検

出状況等から判断して、水環境の汚染を通じ生活環境たる水生生物に影響を及ぼすおそ

れがあり、水質汚濁に関する施策を総合的かつ有効適切に講ずる必要があると考えられ

る物質については、環境基本法に基づく水質汚濁に係る環境基準のうち、生活環境の保

全に関する項目に追加することが適当と考えられる。 

 また、本検討において目標値の導出が可能であった物質については、環境中濃度を把

握する必要があることから、測定法の検討を行うとともに、既存のデータが不足する物

質群については、要監視項目に位置付け、全国の環境中濃度の推移を把握していくこと

を検討すべきである。また、当面の作業として、まずは、この報告に示された水質目標

値を判断基準として既存データの整理を進めることが必要である。 

 

③ 検討対象物質に関する課題 

 優先的に検討すべき物質であって、水質目標値の検討に着手していない物質について

も、最新の科学的知見等により適宜見直を行うとともに、早急に水質目標値の導出を行

う必要がある。 

 

④ その他の課題 

 いわゆる「生態系の保全の観点」からの水質目標の設定についても、水質測定結果や

内外の規制の動向も踏まえつつ、検討を進める必要がある。 

 


